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旧武蔵台中学校・旧高根中学校跡地活用事業事業者募集実施要領 

 

 

第１ 事業の目的及び背景  

日高市（以下「本市」という。）では、令和５年度から順次空き施設となった旧武

蔵台中学校及び旧高根中学校の有効活用を図るため、市民の意向把握、民間事業者へ

の調査の結果を踏まえ、令和６年３月に「日高市学校跡地活用基本計画」を策定し、

さらに学校ごとのより具体的な活用の方向性を示した「日高市学校跡地個別活用計画

（旧武蔵台中学校）」及び「日高市学校跡地個別活用計画（旧高根中学校）」を令和

６年９月に策定しました。 

本募集は、これらの計画に基づき本市の地域活性化や施設の早期の有効活用を目的

に、公募により、民間事業者のノウハウを活かした提案を求め、学校跡地の活用を行

うに当たり優先交渉権者を選定するものです。 

 

第２ 趣旨 

旧武蔵台中学校・旧高根中学校跡地活用事業事業者募集実施要領（以下「本実施要

領」という。）は、旧武蔵台中学校及び旧高根中学校跡地について、地域活性化に資

する活用を図るために実施する事業者の公募（以下「本公募」という。）に関して、

必要な事項を定めるものです。 

 

第３ 募集概要 

１ 対象施設 

旧武蔵台中学校（埼玉県日高市武蔵台六丁目150番地１） 

旧高根中学校（埼玉県日高市大字女影1180番地） 

２ 活用手法 

対象施設の土地及び建物の買取りとし、現行用途制限内での活用を募集します。 

既存建物の改築や増築は可能ですが、校舎を除却し建物を新築する活用方法は

不可とします。 

３ 募集内容 

「旧武蔵台中学校・旧高根中学校跡地活用事業事業者募集要項」（以下「本募

集要項」という。）のとおりとします。 

 

第４ 選定方式 

本実施要領及び本募集要項に基づき提出された企画提案書等を総合的に比較検討し、

最も優れた提案を行った事業者を、優先交渉権者として、公募型プロポーザル方式

（以下「本プロポーザル」という。）により選定します。 
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第５ 参加資格 

本公募に応募する事業者は、法人格を有する事業者又は法人格を有する複数の事業

者で構成されるグループであって、次に掲げる要件をすべて満たす者とします。 

なお、グループでの応募に当たっては、グループを構成するすべての事業者が要件

を満たすものとします。 

 

１ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項（同令第

１６７条の１１第１項において準用する場合も含む。）の規定に該当していない

者及び同条第２項の規定に基づく本市の入札参加制限を受けていない者であるこ

と。 

２ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなさ

れていない者であること。 

３ 参加表明書（下記第１０参照）の提出以降に官公庁から指名停止措置を受けて

いない者であること。 

４ 国税及び地方税を滞納していない者であること。 

５ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第２号に規定する暴力団、同条第６号に規定する者、その他反社会的団体及

びそれらの構成員がその活動のため利用する者に該当しない者であること。 

６ 次のいずれにも該当しない者であること。 

(1) 宗教活動又は政治活動を主たる目的とする団体。 

(2) 特定の公職者（候補者を含む。）又は政党を推薦し、支持し、又は反対する

ことを目的とする団体。 

７ 本事業を円滑に遂行できる安定的かつ健全な財務能力を有する者であること。 

 

また、グループによる応募の場合には、次に掲げる事項に留意してください。 

(1) 代表となる事業者を定めること。 

(2) 単独で応募した事業者は、グループの構成員となることはできないこと。 

(3) 複数のグループにおいて、同時に構成員となることはできないこと。 

(4) グループの構成員がそれぞれ果たす役割を書面により明確にすること。 
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第６ 実施スケジュール 

本プロポーザルの実施スケジュールは次のとおりです。 

内容 日程 

募集要項等の配布 令和７年７月１日（火）～８月 20日（水） 

質問書の受付 令和７年７月１日（火）～８月８日（金） 

質問に対する市からの最終回答 令和７年８月 13 日（水） 

参加表明書等の受付期限 令和７年８月 20日（水） 

第一次審査（書類審査）結果通知 令和７年９月１日（月） 

企画提案書等の受付期限 令和７年９月 26日（金） 

第二次審査（プレゼンテーション） 令和７年 10 月 30 日（木） 

優先交渉権者の決定 

基本協定の締結 
令和７年 11 月上旬（予定） 

地元説明会の実施（優先交渉権者も

参加） 
令和７年 12 月上旬（予定） 

土地建物売買仮契約の締結 令和７年 12 月下旬（予定） 

本契約の成立（議会の議決） 令和８年３月下旬（予定） 

売買代金の支払い、所有権移転、現

地引渡 
令和８年５月（予定） 

※土地建物売買仮契約書（案）については、７月下旬公表予定 

 

第７ 現地視察 

公募期間中の現地視察は随時受け付けますので、下記URL（本市ホームページ）より

申し込みください。 

https://www.city.hidaka.lg.jp/soshiki/sogoseisaku/zaisei/shisetsukanri/seis

akuzaisei/kokyoshisan/24408.html 

 

第８ 参考図面等の閲覧について 

参考図面等（本募集要項の参考資料以外で必要な図書等）の閲覧については次のと

おりです。 

１ 参考図面等閲覧受付期限 

企画提案書等の受付期限（下記第１３参照）まで随時受付 

２ 提出書類 
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参考図面等閲覧申請書【様式１】 

３ 提出方法 

担当課所（下記第２４参照）宛てに電子メールにて申請してください。メール

の件名は、「【旧武蔵台中学校・旧高根中学校】参考図面等閲覧申請書（事業者

名）」としてください。 

４ その他 

参考図面等の閲覧を希望される事業者は、申請書を提出後に日程調整の上、日

高市役所に来庁し図書等を閲覧していただきます。 

なお、閲覧資料は印刷物のためカメラ等による撮影は可能としますが、メール

等での資料提供はいたしません。 

 

第９ 質問と回答 

本公募に関する質問（対象施設の活用や用途に関する質問を除く。）の受付及び回

答については次のとおりです。 

１ 質問受付期間 

令和７年７月１日（火）～８月８日（金）午後５時 

２ 提出書類 

質問書【様式８】 

３ 提出方法 

担当課所（下記第２４参照）宛てに電子メールにて提出してください。メール

の件名は、「【旧武蔵台中学校・旧高根中学校】質問書（事業者名）」としてく

ださい。 

４ 質問に対する回答方法 

適宜、本市ホームページに掲載します。 

なお、最終の回答日は令和７年８月１３日（水）を予定しています。 

５ その他 

質問に対する回答は、本実施要領、本募集要項等の追加又は修正事項とみなし

て取り扱います。 

なお、対象施設の活用や用途に関する質問及び相談については、下記URL（本市

ホームページ）の「学校跡地利用に関する質問票」より個別にご相談ください。 

https://www.city.hidaka.lg.jp/soshiki/sogoseisaku/zaisei/shisetsukanri/

seisakuzaisei/kokyoshisan/24408.html 

 

第１０ 参加表明書等の提出 

参加表明書等の提出については次のとおりです。 

１ 提出書類 
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(1) 参加表明書 【様式２】１部  

※単独応募用又はグループ応募用のいずれか 

(2) 事業者概要書【様式３】１部  

※添付書類含む 

※グループで応募する場合は、事業者ごとに様式及び添付書類を提出してく

ださい。 

(3) 活用事業内容概要書【様式４】１部  

２ 申込区分 

活用を希望する施設ごとに参加表明書を提出してください。 

なお、両施設を希望する場合も、施設ごとに参加表明書を提出してください。 

ただし、両施設とも優先交渉権者に選定された場合において、一方の施設のみ

を辞退することはできず、その場合は両施設とも辞退したものとみなします。 

３ 提出方法 

直接持参又は郵送にて担当課所（下記第２４参照）に提出してください。 

４ 提出期限 

令和７年８月２０日（水）午後５時必着 

５ その他 

持参の場合は、担当課所（下記第２４参照）へ事前連絡し、日程調整の上、来

庁してください。 

また、郵送の場合は、配達日時が確認できる方法とし、事前に郵送提出の旨を

担当課所（下記第２４参照）まで電話連絡してください。 

※提出された参加表明書等は、返却しないものとします。 

 

第１１ 第一次審査（書類審査） 

参加表明書等の提出書類をもとに、資格要件と提出書類の第一次審査を行います。 

第一次審査の通過者については、審査を通過した旨の通知書及び第二次審査（プレ

ゼンテーション）（下記第１４参照）の案内を令和７年９月１日（月）に電子メール

により通知します。また、第一次審査の失格者については、失格となった旨の通知書

を令和７年９月上旬に郵送します。 

 

第１２ 辞退について 

参加表明書等の提出後に応募を辞退する場合は、次のとおり書類を提出してくださ

い。 

１ 提出書類 

参加辞退届【様式９】  

※単独応募用又はグループ応募用のいずれか 
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※辞退理由を必ず明記してください。 

２ 提出方法 

直接持参、郵送又は電子メールにて担当課所（下記第２４参照）に提出してく

ださい。電子メールで提出する場合、メールの件名は、「【旧武蔵台中学校・旧

高根中学校】参加辞退届（事業者名）」としてください。 

３ 提出期限 

令和７年１０月２９日（水）午後５時必着 

４ その他 

持参の場合は、担当課所（下記第２４参照）へ事前連絡し、日程調整の上、来

庁してください。 

また、郵送の場合は、配達日時が確認できる方法とし、事前に郵送提出の旨を

担当課所（下記第２４参照）まで電話連絡してください。 

 

第１３ 企画提案書等の提出 

本プロポーザルに関する企画提案書等（２ 提出書類等に掲げるもの）の提出につい

ては次のとおりです。 

１ 企画提案書の主な記載事項 

・事業概要等（実施方針・コンセプト・施設の有効活用・事業効果）に関するこ

と 

・事業の実施体制に関すること 

・事業の継続性に関すること 

・地域への貢献に関すること 

２ 提出書類等 

(1) 企画提案書【様式５】 

※添付書類含む 

(2) 資金計画書【様式６】 

(3) 希望価格書【様式７】（正本のみ） 

※各学校用に様式あり 

(4) プレゼンテーション資料 

※第二次審査（プレゼンテーション）（下記第１４参照）において、企画提

案書以外の資料を用いる場合のみ提出 

(5) (1)から(4)までの電子データをＰＤＦ化しＣＤ－Ｒ１枚にまとめたもの 

３ 提出部数等 

紙媒体：各１１部（正本１部、副本１０部） ※希望価格書は正本のみ 

電子データ：ＣＤ－Ｒ１枚（提出書類データ（ＰＤＦ）） 

※副本については、選定委員会（下記第１５参照）での公平かつ公正な審査の
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ため、事業者名を記載することや、事業者を特定できる表現を用いることを

禁止します。 

※書類提出後の内容変更及び差替えは原則として認めません。 

※提出された企画提案書等は、返却しないものとします。 

４ 提出方法 

直接持参又は郵送により担当課所（下記第２４参照）へ提出してください。 

５ 提出期限 

令和７年９月２６日（金）午後５時必着 

６ プレゼンテーション資料 

第二次審査においては、プロジェクターを使用し、プレゼンテーション資料を

用いて説明を行うことが可能です。プレゼンテーション資料による説明を希望す

る場合は、次の仕様に沿って資料を作成してください。ただし、資料として、企

画提案書の内容から逸脱したものは認められません。 

・用紙サイズ：Ａ４（紙媒体については横方向） 

・枚数：１５ページ以内 

・表題：「旧○○中学校跡地活用事業事業者提案書」 

※表紙は枚数に含みません。また、選定委員会（下記第１５参照）での公平か

つ公正な審査のため、事業者名を記載することや、事業者を特定できる表現

を用いることを禁止します。 

７ 複数提案の禁止 

１応募者につき１提案とします。 

なお、グループ応募で構成員となっている場合も１応募者とみなします。 

８ 費用負担 

応募書類の作成等に伴う費用はすべて応募者の負担とします。 

９ 本市が提供する資料の取扱い 

本市が提供する資料等は、本プロポーザルへの応募に係る検討以外の目的で使

用することを禁止します。 

１０ 企画提案書等の取扱い 

企画提案書等のうち２（４）プレゼンテーション資料の著作権は応募者に帰属

するものとします。企画提案書等の内容等については、審査結果の公表において、

本市が認める範囲内で公表できるものとします。 

また、日高市情報公開条例（平成１２年条例第２号）に基づく開示請求があっ

た場合には、原則として全ての企画提案書等を開示します。ただし、公にするこ

とで、応募者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあると認

められる等の理由により、非開示情報に該当すると判断される情報を除きます。 
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１１ 個人情報の取扱い 

企画提案書等に記載された個人情報は、優先交渉権者の選定のみに使用し、そ

の他の目的には一切使用しません。 

１２ その他 

持参の場合は、担当課所（下記第２４参照）へ事前連絡し、日程調整の上、来

庁してください。 

また、郵送の場合は、配達日時が確認できる方法とし、事前に郵送提出の旨を

担当課所（下記第２４参照）まで電話連絡してください。 

 

第１４ 第二次審査（プレゼンテーション） 

第一次審査を通過した応募者に対する第二次審査（プレゼンテーション）について

は次のとおりです。 

１ 実施日時 

令和７年１０月３０日（木） 

※詳細については、後日通知します。 

２ 実施場所 

日高市役所内を予定 

※詳細については、後日通知します。 

３ 所要時間 

１応募者につき、５０分以内とします。 

・準  備：１０分以内 

・事業提案：２５分以内 

・質疑応答：１５分以内 

４ 内容 

企画提案書等の説明 

５ 参加人数 

１応募者につき、３人までとします。 

なお、グループの場合は、５人までとします。 

６ 使用機器 

パソコンを使用する場合は、ＨＤＭＩ端子（タイプＡ）のあるパソコンを用意

し、当日持参してください。 

なお、プロジェクター、スクリーン及びＨＤＭＩケーブルは担当課所（下記第

２４参照）で用意します。 

 

第１５ 審査方法等 

審査方法等については次のとおりです。 



- 9 - 
 

１ 選定委員会の設置 

地域の活性化や学校跡地の有効活用を図るために最も優れた提案を行った事業

者を、厳正かつ公平に選定するため、本公募の選定委員会を設置します。 

２ 審査及び配点 

本公募の審査は、選定委員会の各委員が事業提案プレゼンテーション等に基づ

いて行う企画内容審査の審査点と、価格審査による審査点を合計した総合評価点

で最高点を得た者を優先交渉権者として決定するものとし、最高点に次ぐ点数を

得た者を次点交渉権者とします。 

なお、企画内容審査の評価項目及び配点等については「旧武蔵台中学校・旧高

根中学校跡地活用事業事業者審査基準書」の「別紙 企画内容審査の評価項目及び

配点等」のとおりとします。 

また、企画内容審査点が６割（基準点）に満たなかった場合は失格となり、価

格審査を含めた総合評価の対象とはなりません。 

３ 応募者が１者のみの場合の取扱い 

企画内容審査点が６割（基準点）以上の場合は、本実施要領、本募集要項等の

要件を満たすと判断し、当該応募者を優先交渉権者として決定します。 

 

第１６ 選定結果の通知等 

第二次審査の選定結果の通知については次のとおりです。 

１ 通知日 

令和７年１１月上旬（予定） 

２ 通知方法 

応募者全員に対し、電子メールで連絡した上で通知書を郵送します。 

３ その他 

選定結果については、本市ホームページで公表します。公表は優先交渉権者及

び次点交渉権者の事業者名、並びに参加事業者全員の総合評価点のみとし、優先

交渉権者及び次点交渉権者以外の事業者名は公表しません。 

 

第１７ 基本協定の締結 

優先交渉権者決定後、本市と優先交渉権者において事業を円滑に行うことを定めた

基本協定を締結します。 

なお、優先交渉権者が基本協定を締結しない場合は、辞退したものとみなし、次点

交渉権者を優先交渉権者とします。 

 

第１８ 事業計画書の提出 

基本協定締結後、本市と十分な協議の上、提案内容に基づく事業計画書を提出して
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いただきます。 

 

第１９ 地元説明会 

基本協定締結後から土地建物売買仮契約締結前までの間に、優先交渉権者には、本

市の主催による提案内容に関する地域住民等への説明会に参加していただきます。 

なお、開催は令和７年１２月上旬頃を予定していますが、日時及び場所等について

は、本市と協議の上、決定することとします。 

 

第２０ 土地建物売買仮契約の締結 

地元説明会の実施により地域住民から一定の理解が得られ、かつ協議を進めた結果、

本市及び優先交渉権者双方が合意に達した場合は土地建物売買仮契約を締結します。 

 

第２１ 財産処分の申請・承認 

優先交渉権者の決定後、本市が文部科学省に財産処分申請書を提出し、次項に掲げ

る本契約の締結までに財産処分に係る手続を行います。 

 

第２２ 本契約の成立（議会の議決） 

土地建物売買仮契約の締結及び文部科学省への財産処分に係る手続が完了した後に、

公有財産の売払いに係る財産処分について議会の議決を得て本契約が成立します。議

会の議決を得られない場合は、本契約が成立しないものとします。 

なお、本契約が成立しない場合においては、それまでの検討・準備に要した費用等

について、本市では一切補償しません。 

 

第２３ 失格について 

応募者が、次に掲げる要件のいずれかに該当する場合は失格となります。 

(1) 参加資格の要件を満たさない場合 

(2) 企画提案書等の提出方法や提出期限などが守れなかった場合 

(3) 提出書類に虚偽の記載があった場合 

(4) 審査の公平性を害する行為があった場合 

(5) 企画内容審査点が６割（基準点）に満たなかった場合 

(6) 前各号に定めるもののほか、提案に当たり著しく信義に反する行為等が認

められた場合 

 

第２４ 担当課所 

担 当 課 所 ：日高市 総合政策部 財政課 施設管理担当 

所 在 地 ：〒３５０－１２９２ 埼玉県日高市大字南平沢１０２０番地 
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電 話 番 号 ：０４２－９８９－２１１１（内線２２１８、２２１９） 

ファックス ：０４２－９８９－２３１６ 

電子メール ：zaisei@city.hidaka.lg.jp 


